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１．工　事　概　要

1．工事場所

2．建物概要

3．工事種目（●印を付けたものを適用する）

建物別及び屋外 工事種別

工　事　種　目

○ 空気調和設備

○ 換気設備

○ 排煙設備

○ 自動制御設備

令和　　年　　月（全　　　枚）

設              備              概              要方式及び種別

自 動 制 御 方 式

給 水 方 式

排 水 方 式

○ 電気式　○電子式　○デジタル式

建物外放流先

ポンプ排水 ○あり（○汚物　○雑排水　○湧水）　　○なし

建物内の汚水と雑排水（○ 合流式　○分流式）

　（1）汚　水　○ 直放流下水管

○

　　　　　　　 ○ファンコイルユニット・ダクト併用方式　　　○

○ 空気調和　　○単一ダクト方式　　　　　　　　　　　　　　○全空気方式

主 要 熱 源 機 器

空 調 方 式

の

ガ ス の 種 類

○ 屋内消火栓設備　　　　　　○スプリンクラー設備消 火 設 備

種　　　 類

　（2）雑排水　○ 直放流下水管

　　　　　　　　　　　　　　　　　供給圧力　　　Pa、供給事業者名　　　　　　）

○ 高置タンク方式　○ポンプ直送方式　〇水道直結方式　〇水道直結増圧方式

○ 泡消火設備　　　○連結散水方式　　○連結送水管

機材等名

別表-1

　 　　　　　　　　　　　　　指定部分工期：令和　　年　　月　　日

6．改修内容：改修工事の場合に記載する。

令和3年版

（２）別表－１に機材等名が記載された製造業者等は次の１）から６）すべての事項を満たすものと

○

　　　し、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面

　　　を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明と

　　１）品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

　　２）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

　　３）安定的な供給が可能であること。

　　４）法令等で定めがある場合は、その許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　５）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　６）販売、保守等の営業体制が整えられていること。なお、システムとして機能するものにあっ

材料・機材の

品質等

（１）本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能

　　　を有するものとする。

○配管 （1）ステンレス鋼管の接合は、下記による。

（2）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の1/2とする。

機器種別
重要機器 重要機器一般機器 一般機器

1.51.5 1.0機器

2.0防振支持の機器

1.0水槽類

1.01.0機器

防振支持の機器

水槽類

0.60.6 0.4機器

防振支持の機器

水槽類

屋上及び塔屋

中間階

○　特定の施設 ○　一般の施設

上層階・
2.0

2.0

1.5

1.5

1.5

1.5 1.5

1.5

1.5

1.0
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1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0
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0.6

0.6

0.6

0.6

2.0

2.0

　・上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、10～12階建の場合は上層3階、

　　13階建以上の場合は上層4階とする。

設計用標準水平震度

地階・1階

（1）設計用水平地震力

　　 設計用水平地震力は、機器の質量[ｋN]（水槽類は満水時の液体重量を含む設備機器総重量）

　　 に、地域係数1.0及び次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

○電源周波数 ○50Hz　　　○60Hz

（2）電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として表示された数値以下とする。

○ （1）機器類の能力、容量等は表示された数値以上とする。容量等の表示

○

○建設発生土の処理

○埋め戻し土・盛土

○

○根切り土の中の良質土　　○山砂の類

○埋戻し後の建設発生土は、監督職員と協議し、構内の決定した場所に敷きならしとする。

　○内部足場等（○　　　種　○　　　種）

　○外部足場等（○　　　種　○　　　種）

○本工事で設置する。

　又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

　別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の(2)手すり据置方式

　「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

○工事用仮設物

○

構内につくることが　　○できる　  ○できない

足場その他

　（〇建築工事　　〇電気設備工事　で設置する。）

○場外搬出適切処理　　〇現場説明書による。

運転操作説明板 系統図、機器等の取扱い方及び重要な定期点検項目を記載したアクリル樹脂製の板を機械室に設け

る。説明板の大きさは約　　　㎡とする。

○機材の承諾図 機械設備工事機材承諾図様式集（令和元年版）によるほか、監督職員との協議による。

　調整項目（測定箇所等は監督職員の指示による。）

　○風量調整　○水量調整　○室内外空気の温湿度の測定　○室内気流及びじんあいの測定

　○騒音の測定　○飲料水の水質の測定　○雑用水の水質の測定

総合試運転調整 ○本工事　　○別途○

○ 換気扇、圧力扇及び標準仕様書に記載なく特記のないものの電動機の保護規格は、製造者規格によ

る標準品としてよい。

設備機器の固定は施設の分類に応じて次による。

　・重要機器は次のものを示す。

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　　 　○呼び径６０Ｓｕ以下（ＳＡＳ３２２を満足した継手　　　　　　　）

（2）溶接部の非破壊検査　　　　○不要　　○要

　（抜取率　〇標準仕様書（機械設備工事編）による　　〇　　　％）

　　　　ては、システムの構築能力があり、現場での施工体制が整えられていること。

　　　なる資料等の提出を省略することができる。

○

○弁類

（１）蒸気管　給気管　○配管用炭素鋼鋼管（黒）

（２）ピストンダンパー 復帰方式（○遠隔復帰式　○　　　　　　　　）

○ダンパー

○風量測定口

○チャンバー （１）内貼りを施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。

伸縮継手、掃除口及びばいじん量測定口の位置は図示による。○鋼板製煙道

鋼板厚（○3.2㎜　○4.5㎜）

○ダクト ○低圧ダクト（○コーナーボルト工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）　○アングルフラン

　ジ工法）とする。

設計温湿度○

空
気
調
和
設
備

○

冬期

屋　　内　　（調　整　目　標）

一 般 系 統
外　　気

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

温度(DB)

℃

12時

14時

16時

9時 ％℃

％℃

％℃

％℃

○高圧1ダクト（適用範囲は図示による。）とする。

○スパイラルダクト（〇低圧　〇　　　　）

○ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの適用範囲及び仕様は図示による。

図示した位置に取り付ける。

（１）防煙ダンパー　 　復帰方式（○遠隔復帰式　○　　　　　　　　）

○配管材料

 　　　　　　　　　　　定格入力はDC24Vとする。

  　　　　　　還管　　○圧力配管用炭素鋼鋼管（黒）　（Sch80）

　  　　　　　　　　　○圧力配管用炭素鋼鋼管（黒）　（Sch40）

　  　　　　　　　　　○

　  　　　　　　　　　○

（５）高温水管　　　　○一般配管用ステンレス鋼鋼菅　〇

（２）油管　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　〇

（３）冷温水管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

（４）冷却水管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

（７）冷媒管　　　　　○断熱材被覆銅管　　　　　　　〇

（８）ドレン管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

〇65A以上の冷温水・冷却水用弁装置の仕切弁はバタフライ弁とする。

〇鋼管用伸縮継手の種類は図示による。

温度計・圧力計 図示の位置に取り付ける。

○瞬間流量計

○満水試験継手

○放流納付金等 ○要（○別途工事　○本工事）○不要

○配管材料

○弁類 JIS又はJV　（○5K　　　　○10K　　（図示部分））

○保温 湯沸器の給排気筒（二重管）の隠ぺい箇所は保温を行う。なお、保温の種別は標準仕様書第２編

給
湯
設
備

○

3.1.5 表2.3.5のｈ・（イ）・Ⅸとする。

○配管材料

消
火
設
備

○

（２）連結送水管　　一般 ○圧力配管用炭素鋼鋼管（白）（Sch40）

　　　　　　　　　　地中 ○圧力配管用炭素鋼鋼管（白）（Sch40）

○ステンレス鋼鋼管（SUS 304）　〇

（１）屋内消火栓　　一般 ○ステンレス鋼鋼管（SUS 304）　〇

　　　　　　　　　　地中 ○ステンレス鋼鋼管（SUS 316）　〇

図示の位置に取り付ける。

建物導入部配管

水栓柱

○

○

○

管の上端より原則として、一般敷地は（　　　cm）構内道路は（　　　cm）以上とする。

○合成樹脂製　○アルミニウム合金製　○人造石とぎ出し製　○ステンレス鋼製

管の地中埋設深さ

引込納付金等○ ○要（○別途工事　○本工事）　　○不要

配管材料○

排
水
設
備

○

○洗面器等の排水管 洗面器に直結する排水管は、器具トラップより1サイズアップとする。

　　　　　　　　ポンプアップ排水管　○排水用ノンタールエポキシ塗装鋼管　〇

（1）屋　　内 　汚水管　　　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

　　　　　　　　雑排水管　　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

　　　　　　　　通気管　　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　〇

（2）屋　　外 　第一桝まで　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管（RF-VP）

　　　　　　　　桝間　　　　　　　　○排水用リサイクル硬質ポリ塩化ビニル管（REP-VU）

○配管材料

給
水
設
備

○

   　　　　　　　　○ステンレス鋼鋼管（SUS 316）

（3）水道直結配管　○引き込みは水道事業者の指定により、量水器以降の地中埋設配管は

   　　　　　　　　　（○　　　　　　　　　　　）とし、他の部分は(1)による。

○量水器

○量水器桝

（1）一般配管　　　○塩ビライニング鋼管（VA）（上水）　〇塩ビライニング鋼管（VB）（雑用水）

   　　　　　　　　○ステンレス鋼鋼管（SUS 304） 　〇

（2）地中埋設配管　○塩ビライニング鋼管（VD）　　　〇

○水道事業者指定品（○貸与品　○買い取り（材質：　　　　　　））　○標準図MC形

○親メーター（貸与品）　○現地表示式（直読式）　〇遠隔表示式（〇電文式　〇　　　　）

○子メーター（買取品）　○現地表示式（直読式）　〇遠隔表示式（〇電文式　〇　　　　）

　　　　　  ○その他の部分（○ 5K　○　　　　　　）

○逆止弁の衝撃吸収式はライニング不要とする。

○弁類 JIS又はJV　 ○水道直結部分（○10K　○　　　　　　）　

○水栓 〇台所流し用の水栓は泡沫式とする。

〇水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。

　（〇ただし、屋外に設ける水栓は耐寒水栓とする）

〇標準図（建築物導入部の変位吸収配管要領）の ○（a）　○（b）　○（c）による。

〇ポリエチレン配管の施工要領は図示による。

台所流し等の床上部分の配管は、ビニル管（RF－VP）でもよい。

備考

増築

改築

例）A庁舎

例）B庁舎

例）C庁舎

建築基準法による

RC造（一部S造）地上○階地下○階塔屋○階 00,000.00

RC造 地上○階 0,000.00

RC造 地上○階塔屋○階 0,000.00

階　　　　数構　造
延べ面積（㎡）

建 物 名 称
消防法施行令

新築特定の施設

特定の施設

一般の施設

例）A庁舎 例）B庁舎 例）C庁舎 例）屋外

4．指定部分　○無　　○有　　対象部分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ 衛生器具設備

○ 給水設備

○ 排水設備

○ 給湯設備

○ 消火設備

○ 厨房設備

○ ガス設備

○ 雨水利用設備

○ 排水処理設備

○ 撤去工事

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

新設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

増設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

改設一式

撤去一式 撤去一式

5．設備概要（●印のついたものを適用する）　※改修工事の場合は既存概要を示す。

33

○ 都市ガス（種別 13A、高位発熱量45.0MJ/ｍ(N)、　低位発熱量40.6MJ/ｍ(N)3 3

２．工　事　仕　様

1．共通仕様

　　　なお、電気設備工事の工事仕様は、（　／　）図、建築工事の工事仕様は（　／　）図による。

2．特記仕様

章、項目、特記事項共に●印の付いたものを適用し、○印のものは適用しない。

特　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目章

○○
一
般
共
通
事
項

　　　●印の付いたものを適用する。

　　　〇公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)(平成31年版)(以下「標準仕様書」という。)

　　　〇公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)(平成31年版)(以下「改修標準仕様書」という。)

　　　〇公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)(平成31年版)(以下「標準図」という。)

適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

〇風圧力

　 風速（Vo=　　　　m/s）

○環境への配慮

○ 不活性ガス消火設備　（○　　　　）　　○

　 地表面粗度区分（　　　　　　　）

〇積雪荷重

　建設省告示第1455号における区域　別表（　　　　　　）

（１）本工事において、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）

夏期

図示の位置に取り付ける。なお、瞬間流量計（○固定形　○着脱形）とする。

○油面制御装置 制御盤には（○給油ポンプ制御　○満油警報　○遠隔警報　○漏えい検知警報　○返油ポンプ制御

○減油警報　〇　　　　　　　　）の端子を設ける。なおフロートスイッチ部と制御盤間の配管配

線は製造者の標準仕様とする。

○保温及び消音内貼

○還りダクト（RAダクト）の保温範囲は（○図示による　　○　　　　　　）

標準仕様書第2編3.1.4によるほか、次による。

○外気ダクト（OAダクト）の保温範囲は（○図示による　　○　　　　　　）

○蒸気還り管の保温不要（屋内露出は除く。）

○冷媒管の保温外装は次による。

○膨張管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管の保温は、標準仕様書第2編3.1.4の温水管の

　項による。

○ ○低圧ダクト（○コーナーボルト工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）　○アングルフラン

　ジ工法）とする。換
気
設
備

○

○高圧1ダクト（適用範囲は図示による。）とする。

○風量測定口

空気調和設備の当該項目による。○ダンパー

○排気ダクトのシール

○チャンバー 空気調和設備の当該項目による。

○保温

ダクト

○浴室（シャワー室、脱衣室を含む。）系統　○厨房系統　○

　〇図示による。

　〇屋内露出箇所（○保温化粧ケース（材質：　　　　））

　〇屋外露出箇所（○ステンレス鋼板　　〇　　　　　　　　　）

○厨房系統の長方形排気ダクトの板厚は、標準仕様書より1番手厚いものを使用する。

○ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの適用範囲及び仕様は図示による。

図示した位置に取り付ける。

○ダクト

○排煙口の形式排
煙
設
備

○ ○亜鉛鉄板　　○普通鋼板（厚1.6㎜）

○排煙口手動開放装置

（開放及び復帰方式）

○排煙風量測定

自
動
制
御
設
備

○

○

○

○中央監視制御装置

システム構成・機能

電気計装用配線

○自動洗浄装置

小便器

○標記板

及びその組み込み衛
生
器
具
設
備

○

○自動水栓の

電源供給方式

屋外・屋内露出の電線は、図面に特記がなければ金属管配線とする。

天井内隠ぺいの配線は、図面に特記がなければケーブル配線とする。

○衛生器具ユニット

電線及びEMケーブルは、標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11 による。

○電気式（遠隔操作　○要　○不要）　　〇ワイヤー式

○厨房　 ○湯沸室　　の隠ぺいダクト（仕様はh・(ｲ)・Ⅸ））とし、範囲は図示による。

○全熱交換ユニットの排気ダクトの保温要（保温範囲、仕様は図示による）

○全熱交換ユニットの外気ダクトの保温要（保温範囲、仕様は図示による）

次のダクトは保温を行う。

○図示による。

建築設備定期検査業務基準書（2016年版）（(一財)日本建築設備･昇降機センター）の排煙風量の

検査方法に準じる。

別図による。

○ＡＣ電源　　○自己発電

○図示による。

○衛生器具付属水栓 水抜栓を使用する場合は、水栓は固定こま式とする。

JIS又はJV　（○5K　　○10K（図示部分））

○個別感知フラッシュ方式　（〇ＡＣ電源　　〇自己発電　）

○要（材質：　　　　　）　（○大便器　　○小便器　　○　　　　）

大便器、小便器、洗面器及び掃除用流しとの接続管は、ビニル管（RF-VP)とする。

○

○

○ システム構成その他

配管材質雨
水
利
用
設
備

別図による。

（2）集水管　　〇

○

○

○ 別図による。

排
水
処
理
設
備

設備方式

○

撤
去
工
事

○撤去内容

引込負担金等○ ○要（○別途工事　　○本工事）　　○不要

（1）一般配管　〇

2

○

○屋内消火栓種別

○１０Ｋ屋内消火栓開閉

○

厨
房
設
備

○

ガ
ス
設
備

○ 配管材料 ○都市ガス　　　ガス事業者の供給規定による。○

○システム

○ 別途（○50kg　　○　　　　　　○　　　　　　　）×　　本

○ 標準図（液化石油ガス容器廻り配管要領）による　　　本組。

充てん容器

集合装置

標準図（液化石油ガス容器転倒防止施工要領）の（○（a）　○（b））による。

〇広範囲型２号消火栓　　○易操作性１号消火栓　 　○１号消火栓　 　○２号消火栓

○保温

○不活性ガス消火設備 別図による。

泡消火設備 別図による。

〇ドライシステム　　〇

○機器の機能等 図示による。

　外部警報端子（○無　　○有）

○転倒防止等

○メーター

○子メーター（買取り）　　 〇実測式　　〇パルス式

○親メーター（貸与品）　　 〇実測式　　〇パルス式（パルス発信機は　〇買い取り )

○液化石油ガス　（1）一般配管　　〇

　　　　　　　　（2）地中配管　　〇

ガス漏れ警報器○

○

○

漏洩検知装置

電気防食

○要　　○不要

○要　　○不要

○弁類

仕様等

○発生材の処理

〇図示による

〇現場説明書による。

JIS又はJV（〇5K　　〇　　　　）

　（3）排水槽　○ あり（計画容量：汚水槽　　　ｍ、雑排水槽 　　　　ｍ）　○なし

○有り（○新設　○既設　）　○無し

　　　に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（令和3年2月閣議決定）」による特定調

　　　達品目の判断基準等を満たす環境物品等を選択するよう努める。ただし、公共工事分野の特定

　　　調達品目の機材を使用する場合は、判断の基準を満たすものとする。

　　　　①合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

　　　　　ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗

　　　　　料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　　　②接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用

　　　　　する。

　　　　　有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

　　　　④①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、

　　　　　とする。

（３）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは次の

　　　①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

　　　　①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒ

　　　　　ド発散建築材料以外の材料

　　　　②建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　　　③建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　　　の①から④を満たすものとする。

（２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次

　　　　④建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　　　　料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材

　　　　③接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含

　　　　　アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したもの

電動機

○保温

○絶縁継手

地中埋設標等○

（2）埋設表示用テープ　○要（排水管を除く）　○不要

（1）地中埋設標　　　　○要（図示の箇所）　　○不要

○試験 （1）各種配管の試験は、新設配管に適用する。

（2）新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。

図示の位置に取り付ける。

　なお、配管類には弁類を含むものとする。

　凍結防止ヒーター　：自己サーモ式とし、防凍保温を施す。

　（対象配管類：　〇給水配管　　〇消火配管　　〇膨張菅　　　〇　　　　　）

　（対象機器類：　〇　　　　　　〇　　　　　　〇　　　　　　）

　防凍保温　　　　　：標準仕様書第2編3.1.4及び3.1.5による。

　　　　　　　　　　：ただし、保温厚さは配管の呼び径25以下は50mm以上、

　　　　　　　　　　：呼び径32以上は40mm以上とする。

〇共同溝、トレンチの保温は（標準仕様書第2編の施工箇所　　　）を適用する。

〇多湿箇所は下記による。（天井内共多湿箇所とする。）

　（対象室名：　〇　　　　　　〇　　　　　　〇　　　　　　）

○塗装、仕上げ 露出機材の塗装及び仕上げは下記による。

〇屋外露出部の（〇機器類　　〇配管類）には（〇凍結防止ヒーター　〇防凍保温）を行う。

○屋外：　〇ドレン菅　（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　）

　　　　　〇金属電線菅（〇溶融亜鉛メッキ仕上げ（付着量300g/㎡) 

　　　　　　　　　　　（〇指定色塗装　　　）

○屋内：　〇　　　　　（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　）

○電線類

○天井仕上区分 （　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

○吊り及び支持金物

○施工調査

　　　　　調査範囲　　○図示　　○

（○槽内　○　　　）の吊り金物・支持金物類はステンレス鋼製（SUS 304）とする。

　　　　　調査項目　　○既存資料調査

事前調査　〇本工事　　〇別途

　　　　　調査方法　　○図示　　○

〇はつり及び穿孔作業を行う場合、事前に走査式埋設物調査を行い報告すること。

〇石綿含有分析調査　　〇

電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11による。

○他工事との工事区分 図面に特記なき場合は、工事区分表による。

○既存躯体への穿孔 穿孔機械を使用し、既存躯体に穿孔する場合は、金属探知により電源供給が停止できる附属装置等

を用いて施工する。

〇屋内露出部の（〇実験室　　〇　　　）の保温外装は（〇アルミガラスクロス　）とする。

（６）膨張管、空気抜き管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管

　　　　　　　　　　　〇配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

○ファンコイルユニットと冷温水管の接続部（往・還）には、ボール弁を設ける。

○建物内のエア抜き管の保温は、標準仕様書第2編3.1.4の温水管の項による。（エア抜き弁以降の

○空気調和機及びファンコイルユニットの排水管の保温は、標準仕様書第2編3.1.5の排水管の項に

　よる。

〇屋外露出部分　　〇あり　　（〇e2・(ﾊ)・Ⅶ　　〇　　　　　）　　〇なし

○本工事（図示による）　○別途工事

施設の分類

（１）図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記標準仕様書等のうち、

（２）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事は、それぞれの特記仕様書を適用する。

○別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。

耐震施工

　・中間階とは地階、1階を除く各階で上層階に該当しないもの。

　・水槽類にはオイルタンクを含む。

　　　　調査内容

（２）空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消音内貼り

　　　したチャンバーには点検口を設ける。なお、大きさは図示による。

（３）外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施

　　　工する。

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

　配管は除く）

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

〇排水再利用　〇浄化槽　〇厨房除害

別表第一の区分

SA
M
PL
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PL
E 
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M
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AM
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E 
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M
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AM
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E 

SA
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PL
ES
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E 
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M
PL
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E 

SA
M
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E 

SA
M
PL
ES
AM
PL
E



機　　器　　表

設計図

工　事

機　器　表　－　１

－

－

記号

○鋳鉄製　○鋼製

形式

 1．鋼製は（ ○立形　○炉筒煙管　○貫流 　　　　　　）とする。

－B

備　考

○ 

ボ
イ
ラ
ー

（注）・記載事項の適用について

　　　・●印のものを適用し､○印のものは適用しない。

 2．都市ガスの発熱量は　　　　MJ/m (N)とし、供給圧力は　　　　　Paとする。
3

2

台数記　号
（℃）

温水出口温度
（MPa）

定 格 出 力

○真空式　○無圧式

機種
使用圧力 缶内保有水量

（ｌ）

－BH

用途形式
（kW）

－

－

 1．都市ガスの発熱量は　　　　MJ/m (N)とし、供給圧力は　　　　　Paとする。備　考

○鋳鉄製 ○空調用

○鋼製 ○給湯用

○ 

温
水
発
生
機

3

 2．ばい煙濃度計の電源用端子（二次側）を（ ○設ける ○設けない）

台数
相 V kW

冷媒
冷却水量冷却水温度

入口（℃） （ｌ/min） 相 V kW

圧縮機

冷（温）水（kPa） 冷却水（kPa）

送風機損失水頭
記　号

－

COP
入口（℃） 出口（℃） 入口（℃） 出口（℃）

冷水温度 温水温度

（kW）
加熱能力冷凍能力

（kW）
冷（温）水量

R

（ｌ/min）
形式

－

－

 1．ケーシング形以外の保温外装は（ ○アルミニウム板  ○           ）とする。備　考

チリングユニット

遠心冷凍機

○ 

冷 

凍 

機

 3．地震感知器は付属とする。

  4．運転時間計　　　　（ ○不要　　○要 ）

  5．運転時間表示用端子（ ○不要　　○要 ）

  6．進相コンデンサー　（ ○不要　　○要 ）

電動機

相 V
台数

l/h，　　m (N)/h

kW

定 格 出 力 最高使用圧力 温水出口温度
（MPaG） （℃）（kW）

3○温水　○蒸気○一般　○小型　〇簡易

種別

○オン・オフ　○ハイ・ロー　○比例

燃焼制御方式 台数

燃料消費量

燃　　　料

（kPa）
冷却水冷（温）水

（kPa）
冷凍 加熱相 V

電源容量

○都市ガス　○灯油

 5．基礎は標準基礎とする。

 6．ばい煙濃度計の電源用端子（二次側）を（ ○設ける　○設けない ）。

損失水頭

l/h
m (N)/h－RH

形式記　号
（kW）
冷凍能力

－

－

 3．冷水・温水の同時取り出し（ ○不要　○要 ）

 4．機材の気密試験は工場で実施する。

 2．本体は､（ ○単体形　○組合せ形 ）とする。

 1．本機は二重効用とし､高温再生器は（ ○煙管式　○液管式 ）とする。 備　考

l/h
m (N)/h

○ 

吸
収
冷
温
水
機

3 3

kVA

 7．都市ガスの発熱量は　　　　MJ/m (N)とし、供給圧力は　　　　　Paとする。3

（ｌ/min）
冷却水量冷却水温度冷（温）水量

入口（℃）（ｌ/min）入口（℃） 出口（℃）

温水温度冷水温度

入口（℃） 出口（℃）（kW）
加熱能力

（冷房時）
COP

備　　　　　　　　　　　　　　考

出口（℃）

 ○0.6　○1.0　○1.5　○2.0

設計用水平震度台数
外気湿球
温度（℃） （dB（A））

騒音値冷却水量
（ｌ/min）

電動機 冷却水温度

相 V 入口（℃）（kW）
冷却能力

形式

○直交流形　 ○対向流形CT －

－

－

－

kW
記　号○ 

冷
却
塔

－

－

－

－

－

ACP ○冷房専用形　○ヒートポンプ形

記　号 形式

 1．暖房能力には補助加熱器の加熱能力を含む。備　考

－

－

 8．冷温水の切換に必要なバルブは付属とする。

 9．温水熱交換器付の場合、温水熱交換器の水側に逃し弁を設ける。

11．オン・オフ､ハイ・ローの制御方式で加熱能力/冷凍能力≧0.9の場合は、冷房時に

　　燃焼能力が過大とならないよう、冷凍能力に応じた燃料制御装置を設ける。

12．地震感知器は付属とする。

14．運転時間表示用端子　（ ○不要　○要 ）

15．温水出入口温度用端子（ ○不要　○要 ）

13．ケーシング形以外の保温外装は（ ○アルミニウム板  ○           ）とする。

16．冷水出入口温度用端子（ ○不要　○要 ）

18．COP：成績係数 （JIS B 8622による）

 2．圧縮機は（ ○室内形　○屋外形 ）とする。

 4．冷媒はオゾン層破壊係数 0 のものとする。

 5．電気ヒーター及び加湿器を組込む場合は､送風機とインターロックする。

 6．屋内､屋外ユニット間の電気配線（アース共）の仕様は製造者の標準仕様とする。

記　号
圧　縮　機 送風機（室外）

kW相 V kW相 V

外気処理ユニット

屋内機

記　号
kW相 V kW

記　号

機外静圧
（Pa）

送風機（室内） 加湿

kW相 VkW相 V

風　量
（m /h）

台数

台数設置形式

設置形式

kW

加湿 風　量
（m /h）

機外静圧
（Pa）

○ 

マ
ル
チ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
形
空
気
調
和
機

3

方式

方式

運転方法

運転方法

3

暖房能力冷房能力
（kW） （kW）

冷房能力

冷房能力

暖房能力

暖房能力

（kW）

（kW）

（kW）

（kW）

令和3年版

用途

○オン・オフ　○ハイ・ロー　○比例○都市ガス 　○灯　油

燃料消費量燃　　　料
（MPaG）
使用蒸気圧力

 3．ばい煙濃度計の電源用端子（二次側）を（ ○設ける　○設けない ）

 4．地震感知器は付属とする。

 5．運転時間計　　　　（ ○不要　　○要 ）

  6．運転時間表示用端子（ ○不要　　○要 ）

  7．消費電力表示用端子（ ○不要　　○要 ）

  8．給水量表示用端子　（ ○不要　　○要 ）

  9．燃料消費量表示用端子（ ○不要　　○要 ）

 10．進相コンデンサー　　（ ○不要　　○要 ）

 11．薬液注入装置（ ○不要　　○要 ）

 12．燃料消費量は、低位発熱量を基準とする。

l/h，　　m (N)/h
3

3
㎏/h，　　m (N)/h

○都市ガス 　○灯　油

○木質ペレット 　○木質チップ

○オン・オフ　○ハイ・ロー　○比例

回路数 燃　　　料 燃料消費量 制　御　方　式　
電動機 電動機(ポンプ)

相 相V VkW kW

 2．基礎は（ ○防振基礎　○標準基礎 ）とする。

 3．故障警報ブザー（ ○不要　○要 ）とする。

 4．空冷式の外気条件は冷凍時DB35℃､加熱時DB7℃､WB6℃とする。

 5．COP：成績係数

 6．運転時間計　　　　　（ ○不要　○要 ）

  7．運転時間表示用端子　（ ○不要　○要 ）

  8．温水出入口温度用端子（ ○不要　○要 ）

 10．消費電力表示用端子　（ ○不要　○要 ）

 11．進相コンデンサー　　（ ○不要　○要 ）

 12．始動方式（ ○           ○第2編1.2.1.2による ）

  9．冷水出入口温度用端子（ ○不要　○要 ）

 14．耐水圧は冷水側　　MPa、冷却水側　　MPaとする。

 13．冷却水変流量対応機（○する　○しない）、冷水変流量対応（○する　○しない）

 15．圧縮機はインバーター対応（○する ○しない）

10．冷却水変流量対応機（○する　○しない）、冷水変流量対応（○する　○しない）

19．耐水圧は、冷水側　　MPa、冷却水側　　MPa　とする。

20．排熱投入型再生器　　（○不要　○要）

21．排熱熱交換器　　　　（○不要　○要）

6．直交流形の配管方式は（ ○外部配管形　○内部配管形 ）とする。

7．建築物の屋上（地階を除く階数11以上）に（ ○置かない　○置く　）

8．薬液注入装置（○不要　○要）とする。（仕様等は別図による）

4．基礎（ ○スプリング防振架台  ○           ）

3．組立ボルト及びナットはステンレス製又は溶融亜鉛めっきとする。

2．アンカーボルトはステンレス製とする。

1．騒音値は「冷却塔騒音基準（日本冷却塔工業会）」による。

5．白煙防止装置（○不要　○要）

　（平成12年 建設省告示第2465号の規定による。））

（kW）
冷房能力 暖房能力

（kW）
風　量
（m /h）

3

相 V kW

送風機（屋外）

相 V kW

送風機（室内）

相 V kW V kW以下相方式

補助加熱器
設置形式 送風形式 台数

冷媒管長さ
（約　 m）

圧　縮　機加　湿

kW方式

機外静圧
（Pa）

有効加湿量
（kg/h）

 3．冷房能力及び暖房能力は JIS B 8616 による。ただし、外気処理ユニットの場合、JRA4074による。

 7．冷媒配管の口径は製造者の標準仕様とする。

 8．進相コンデンサー　（ ○不要　○要 ）

10．遠方発停用端子　　（ ○不要　○要 ）

 9．運転時間表示用端子（ ○不要　○要 ）

　　不要とする。

11．屋内ユニットの基礎は（ ○標準基礎　○　　　　）とする。ただし圧縮機屋外形は

　　（屋内機・床置形は除く）（　　　　個（　　　台用 ） ）

12．屋外ユニットの基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎 ）とする。

13．リモートコントローラー（ ○ワイヤード　○ワイヤレス ）は付属とする。

備　　　　　　　　　　　　　　考

補助加熱器送風機（室内）

1．冷房能力及び暖房能力は、JIS B 8616による。

2．暖房能力には補助加熱器の能力を含む。

3. 冷媒はオゾン層破壊係数0のものとする。

6．機器付属品

4．屋外機の機器入力の値は圧縮機電動機出力、送風機電動機出力及び制御用電源の合計値とする。

 　・リモートコントローラー 〇集中管理リモコン（ワイヤード）：　　個（　台用）　〇個別リモコン（〇ワイヤード　〇ワイヤレス）：　　個（　台用）

7．冷媒配管の口径は製造者の標準とする。

8．屋内・屋外ユニット間の電気配線（アース共）は付属とし、製造者の標準仕様とする。

10. 遠方発停用端子は（ ○要　（ ○外部発停端子　○状態出力信号端子 ） ○不要 ）とする。

11. エアフィルターは製造者の標準とする。

14．冷房能力28kW以下の屋外機もフィンガードを付属とする。

12．冷房能力28kW以下の屋外機もフィンガードを付属とする。

13. 屋外ユニットの基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎 ）とする。

 16．高調波対策として、直流リアクトル等により「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制ガイド

○ 

ガ
ス
エ
ン
ジ
ン
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
式
空
気
調
和
機

kW

相 V kW

－

－

－

（L）
缶内保有水量

相 V

機器入力 燃料消費量(kW)

冷房 暖房
燃料種別 系　統

ACP

－

－

ACP

冷房能力
（kW）
暖房能力

（kW）
記　号

冷房能力
（kW）

記　号
風量

（ｍ/h）3（kW）
暖房能力 機外静圧

（Pa）

送風機（室内）

台　数

台　数設置形式 運転方式

備　　　　　　　　　　　　　　考

屋外機

屋外機

屋内機

1．冷房能力及び暖房能力は JIS B 8627 による。

2．冷媒はオゾン層破壊係数0のものとする。

4．冷房配管の口径は製造者の標準仕様とする。

6．屋外機の機器入力の値は送風機電動機出力、エンジン始動モーター出力及び制御用電源の合計値とする。

 　　〇集中管理リモコン（ワイヤード）：　　個（　　　用）

 　　　付加機能：〇エネルギーの管理に関する機能（ 〇　　　　　　〇　　　　　　〇　　　　　　 ）

9．遠方発停用端子（ 〇不要　〇要 ）

10．屋外機の基礎（ 〇標準基礎　〇防振基礎 ）

DB（℃） DB（℃） DB（℃） DB（℃）

コイル入口空気 コイル入口空気

冷　　　　　却 加　　　　　熱

コイル出口空気 コイル出口空気

WB（℃） WB（℃） WB（℃） WB（℃）

水加湿

記　号 形式 系　統台数

蒸気加湿

（kg/h）

噴霧量電動機有効加湿量

（kW）（kg/h）

電動機損失水頭水　量

（kW）（kPa）（l/min）
コイル列数

（kW） （kW）
加熱能力

（Pa）
機外静圧

－

－

－

ACU ○立形　○横形

－

－

－

－

－

－

－

－

－

○冷房専用形　○ヒートポンプ形

台数形式

ACR

風　量
（m /h）

備　考

冷却能力
（参考）

外気量
（m /h）

○ 

ユ
ニ
ッ
ト
形
空
気
調
和
機

○ 

ル
ー
ム
エ
ア
コ
ン

3 3

　　可変風量制御を（ ○する　○しない ）。

 4．制御盤の排熱ファンは（ ○付属　○不要 ）とする。

 1．冷水入口温度　 ℃、冷水出口温度　 ℃、温水入口温度　 ℃、蒸気圧　　MPaG

 2．風量調整機構は､（ ○手動　〇自動　○インバーター ）とする。

 送風機（室内屋外共）

相 V kW

冷媒管長さ
（約　 m）

設置形式
（kW）
冷房能力

（kW）
暖房能力

2．冷媒はオゾン層破壊係数 0 のものとする。

5．圧縮機は屋外形とする。

6．屋外ユニットの基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎）とする。

7．リモコンスイッチ（ ○ワイヤレス　○ワイヤード（配線共））は機器付属品とする。

3．冷媒配管の口径は､製造者の標準仕様とする。

9．フィンガードを付属とする。

 3．インバーター制御の場合､インバーター用制御回路及び操作盤（ 〇付属(製造者標準標準)　〇別途 ）とする。

 5．コイルは（ ○冷温水兼用  ○冷水専用  ○温水専用  ○蒸気用 ）とする。

  7．電動機は3相200V用とする。

　8．水加圧噴霧式加湿器は　  相　  Vとする。

  9．加湿状態点検用ランプは単相100Vとする。

 10．ドレンパン接続アダプターの材質は､鋼製としてもよい。

 11．基礎は（ ○標準基礎　○　　　　　）とする。

 12．大温度差送風仕様と（ ○する　○しない ）吹出温度　　　　℃

 13．ミキシングチャンバー（ 　　　×　　　×　　　H ）を付属とする。

記　号 系　統台数
（kW） （kW）

加熱能力
（m /h）
送風機風量 外 気 量還風機風量

（m /h） （m /h）

DB（℃） DB（℃） DB（℃） DB（℃）

コイル入口空気 コイル入口空気コイル出口空気 コイル出口空気

WB（℃） WB（℃） WB（℃） WB（℃）

損失水頭水　量

（kPa）（ｌ/min）
加湿方式

有効加湿量

（kg/h）

送風機

（Pa）
機外静圧

（Pa）
機外静圧

送風機還風機
電動機

還風機
電動機

（kW） （kW）

 2．コイルは （ ○冷温水兼用  ○           ）とする。

 3．ケーシング内に組み込んだフィルター等の圧損は機内静圧とする。

形式

備　考

冷却能力

 4．メインフィルターは　　　　　　　　　　とする。

電動機(水加圧)

（kW）

○ 

コ
ン
パ
ク
ト
形
空
気
調
和
機

3 3 3

加　　　　　熱冷　　　　　却

 1．冷水入口温度　 ℃，冷水出口温度　 ℃，温水入口温度　 ℃，蒸気圧　　MPaG

備　　　　　　　　　　　　　　考

－

－

－

－

記　号

AF ○電気集じん器（自動巻取形）

相 V kW

電 動 機

○立形　○横形

系　統台数
初期抵抗
（Pa）以下

風　量
（m /h）

形式
1．ろ材の予備は100％とする（パネル形は枠共）。

備　　　　　　　　　　　　　　考

－

－

－

－

3

4

6

8

FCU

FCU

FCU

FCU

台　　　　　　　　　　　　数

床　置　形 天 井 吊 形 カセット形 ローボイ形

隠ぺい形露出形方向方向隠ぺい形露出形隠ぺい形露出形

－

－ － 3．隠ぺい形の吹出口（天吊形は吸込口共）は付属品と（ ○する　○しない ）

2．隠ぺい形の運転表示灯は見やすい位置に設ける。
記　号

CID CKCR CISFIH CK FRL FIL

○電気集じん器（パネル形）

○自動巻取形

○折込み形（中性能）

－ ○折込み形（高性能）

－ ○折込み形（HEPA）

4．差圧計付とする（パネル形を除く）。

○ 

空
気
清
浄
装
置

○ 

フ
ァ
ン
コ
イ
ル
ユ
ニ
ッ
ト

3

1．フィルターの予備は50％以上とする。（枠共）

2．空調機用送風機とのインターロック用端子を設ける（折込形は除く）。

5．最小断面平均通過風速は2.5m/s以下とする。

6．パネル形フィルターのろ材ユニット（ 〇再生材　〇　　　 ）

4．カセット形以外の吹出口は（ ○ユニバーサル＜VH＞形　○製造者標準 ）とする。

5．エアフィルターは、製造者の標準品とする。

6．(　　　　　　弁 ）を付属とする。

7．天井吊形及びカセット形の操作スイッチは付属とする（　　　個 ）。

 5．フィルターはプレフィルター（標準仕様書第3編1.7.2.9による）を付属とする。

 6．差圧計は（ ○付属　○不要 ）とする。

7．風量調整機構は､（ ○手動　○インバーター(インバーター制御用回路は製造者標準仕様とする) ）とする。

8．制御盤（ ○製造者標準仕様　○第2編1.2.2.1による ）

9．制御盤の排熱ファンは（ ○付属　○不要 ）とする。

10．電動機は3相200Vとする。

12．ドレンパン接続アダプターの材質は鋼製としてもよい。

11．水加圧噴霧式加湿器は　　　　相　　　　Vとする。

13．基礎は（ ○標準基礎　○         ）とする。

14．ろ材の予備は100％とする（プレフィルター、メインフィルター共）

15．高周波ノイズフィルター（製造者標準仕様）を付属とする。

16．高調波対策として、直流リアクトル等により「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制ガイド

  　Ki=1.8以下とする。

3．折込形はケーシング（ 　　　×　　　×　　　H ）を付属とする。

FRH

圧　縮　機

相 V kW
記　号

－

－

－

ACC

備　　　　　　　　　　　　　　考

1．冷房能力及び暖房能力は JIS C 9612 による。

4．室内､屋外ユニット間の電気配管配線（アース共）の仕様は製造者の標準仕様とする。

   　Ki=1.8以下とする。

 14．高調波対策として、直流リアクトル等により「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制ガイド

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

○ 

パ
ッ
ケ
ー
ジ
形
空
気
調
和
機

3．屋内機、屋外機間の電気配線（アース共）の仕様は製造者の標準仕様とする。

5．補助加熱器（電気ヒーター）を組み込む場合は送風機とインターロックする。

   　Ki=1.8以下とする。

   　ライン（資源エネルギー庁）及び「高調波抑制対策技術指針（(一社)日本電気協会）」による換算係数

5．冷媒分岐継手又は分岐ヘッダーは付属とする。

7．リモートコントローラーは付属とする。

12．冷房能力28kW以下の屋外機もフィンガードを付属とする。

11．高調波対策として、直流リアクトル等により「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制ガイドライン（資源エネルギー庁）及び「高調波抑制対策技術指針（(一社)

  　日本電気協会）」による換算係数Ki=1.8以下とする。

8．グリーン購入法におけるエアコンディショナー判断基準を満たすものとする。

   　ライン（資源エネルギー庁）及び「高調波抑制対策技術指針（(一社)日本電気協会）」による換算係数

  　ライン（資源エネルギー庁）及び「高調波抑制対策技術指針（(一社)日本電気協会）」による換算係数

9．冷媒分岐継手又は分岐ヘッダーは付属とする。

燃焼制御方式　

17．燃料消費量表示用端子（ ○不要　○要 ）

台数 系統

  　策技術指針（(一社)日本電気協会）」による換算係数Ki=1.8以下とする。

14．高調波対策として、直流リアクトル等により「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制ガイドライン（資源エネルギー庁）及び「高調波抑制対

 　　〇個別リモコン（ 〇ワイヤード　〇ワイヤレス ）：　　個（　　　台用）

8．運転時間表示用端子（ 〇不要　〇要 ）

  6．機内静圧は　　　　Pa以下とする。（エアフィルター損失は機外に含む）

SA
M
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E 

SA
M
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M
PL
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E 
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M
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E 
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M
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E



機　　器　　表

設計図

工　事

機　器　表　－　２

（注）・記載事項の適用について

　　　・●印のものを適用し､○印のものは適用しない。

備　　　　　　　　　　　　考

－

－

－

－

－PCH

－

－

－

－

－

－

－

－

－

PCD

PV

PO

PW

PHW

記　号名　　称 仕　　　　　様
電　動　機

相 V kW 極
台数 系　　統

○給湯用循環ポンプ  　

○揚水用ポンプ

　　　mmφ　    　　l/min　 　 kPa

○横形　　○立形 　　mmφ　    　l/min　 　 m

2．基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎 ）とする。

1．基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎）とする。

2．押込圧力　　　　　mとする。

1．電磁弁及び排水ポンプ（ ○要　○不要）

2．基礎は（ ○標準基礎　○ 　　　　）とする。

1．吸込圧力は　　　　kPaとする。

2．基礎は（ ○標準基礎　○ 　　　　）とする。

1．フート弁（ ○要　○不要 ）　　口径（　　　　） mmφ

3．押込圧力　　　　　mとする。

2．基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎）とする。

4．電動機はインバーター対応と（○する　○しない）

3．電動機はインバーター対応と（○する　○しない）

EDR　　　　m　　　　m　　○単式　　○複式

○オイルポンプ

○冷却水ポンプ

○真空給水ポンプユニット

－

－

－

PU○小形給水ポンプユニット 1．フート弁（ ○要　○不要 ）　　口径（　　　　） mmφ

2．基礎は（ ○標準基礎　○防振基礎 ）とする。

3．24時間強制ローテーション機能（ ○要　○不要 ）

－

－

PFU○消火ポンプユニット 1．フート弁（ ○要　○不要 ）　　口径（　　　　） mmφ

2．基礎は標準基礎とする。

3．制御盤は付属とし､フリッカーリレー（24V外部端子共）

－

－

－

PD

記　号名　　称 仕　　　　　様
電　動　機

相 V kW 極
台数 系　　統 電動機形式 備考

○油封式　　　○乾式　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

－

－

－

－

－

－

－

－

記　号名　　称

F ○片吸込　　○両吸込

仕　　　　　様
設置方法

○床置形　○天井吊形

相 V kW 極

電　動　機

静圧　Pa
備　　　　　　　　　　　　考

 　○　　　　）とする。

1．天吊形送風機（呼称番号2以上）は、形鋼製架台

 　付けるものとし、ストッパーはボルト形とする。

3．床置形防振基礎の場合は､防振材は（ ○ゴム

 　に防振材（ ○ゴム　　○ 　　　　）を介して取

（dB（A））

許容騒音値
台数 系統 基礎形　　　式

－

－

－

－

－

F

－

F －

－

－

○遠 心　　   ○斜 流 

－

－

－

FSM ○遠心式　　○斜流式　　○軸流式

○床置形　○天井吊形 1．フランジ方式の場合はダクト接続用フランジを付属とする。

2．床置形は標準基礎とする。

1．ダクト接続用フランジを付属とする。

2．床置形は標準基礎とする。

○床置形　○天井吊形

3．基礎は標準基礎とする。

1．エンジン（ ○無　○付（制御盤共））とする。

2．遠心式は片吸込形（ ○多翼形　○リミットロード形）とする。

○ 排水用水中モーターポンプ

○ 遠心送風機

○ 消音ボックス付送風機

○ 斜流送風機

○ 軸流送風機

○ 排煙機

m /h

　 内蔵とする。

－

－

PU 1．制御方式　インバータ制御（末端圧力推定制御）

2．運転方式（ ○自動交互運転又は自動交互・並列運転　○小水量停止時にポンプ自動切替　○ローテーション機能 ）

○冷温水ポンプ

○ 

ポ
ン
プ
類

○ 

送
風
機
類

2

3

1．フート弁（ ○要　○不要）　　口径（　　　　） mmφ

○水道用直結加圧形ポンプユニット 3．駆動方式　電動機直動形

5．制御方式（ ○吐出し圧力一定制御　　　○末端圧力推定制御 ）

6．ユニット給水量　　　　　L/min

1.汚物用には、制御用フロートスイッチを（　組）

　付属とする。

2.ストレーナー（ 〇不要　〇要 ）

令和3年版

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

口径　　　mmφ　    　　l/min　 　 m

3．方式（○真空ポンプ式　○エゼクター方式）

3．形式（○渦流形　○歯車形）

4．運転方式（ ○自動並列交互運転　○　　　　　　　　 ）

ケーブル
長さ（m）

形　　式 運転方式

○汚水用　　○雑排水用　　○汚物用 ○並列　　○交互

呼称

2．許容騒音値測定法は JIS B 8346 による。

3．消音ボックス付送風機の許容騒音値測定法は､JIS B 8346 　による。

4．呼称は、以上表示とする。

5．呼称は、以上表示とする。

4．電動機の周囲温度は40℃とする。

3．電動機の周囲温度は40℃とする。

－HEU

－

－

－

○天井隠ぺい形　 ○カセット形 　○換気扇形○ 全熱交換ユニット 1．フィルタの予備は（○0％　○100％）とする。

2．リモコンスイッチ（ ○ワイヤレス　○ワイヤード（配線共））は

 　機器付属品とし、運転表示ランプ付とする。

－

記　号名　　称
電　動　機

V kW 極相
形　　　式

静圧 Pa
備　　　　　　　　　　　　考

仕　　　　　様

○シャッター（○風圧○電気○連動） ○ウェザーカバー（○ステンレス製○鋼板製） ○防虫網 ○保護ガード ○取付枠（○　　　）FV

－

－

－

○普通形　 ○圧力形 　○天井埋込形

mmφ

○ 換気扇

台数 系統
m /h
3

－ 給油方式：（○直接　○壁付形注油口ボックス）　容量：　　　　　　LTO TO －

 油面計（ ○ゲージ式　○ガラス管式 ）

備　　　　　　　　　　　　考仕　　　　　　　　　　　　　様記　号 台　数標　　準　　図名　　称

－TOS TOS －
○ オイルサービスタンク

記　号名　　称 設置場所 設計用水平震度L H mmmmmm

○ 屋内　○ 屋外－

備　　考 1．中仕切板（ ○要 （位置は　　／ 2とする）　○不要 ）

○ 屋内　○ 屋外

1．中仕切板（ ○要 （位置は　　／ 2とする）　○不要 ）

○ 受水タンク TW ○0.6　○1.0　○1.5

○1.0　○1.5　○2.0－TWH

－

○ 高置タンク

標　　準　　図

－TE ○TE－　　○WTS－

○WTF－　　○WTS－　　○ WTSU－

○WTF－　　○WTS－　　○ WTSU－

○ オイルタンク

（○要　○不要）

給水栓用配管接続口

口径：

備　　考

 容量　　　　　　　L　　架台高さ　　H＝　　m

○ 

タ
ン
ク
・
製
缶
類

W

名　　称

－

－

○ 給湯用膨張・補給水タンク －

－

TWR

－

○TE－　　　○WTS－

○ 消火用充水タンク TF ○TF－ 架台高さ　H＝　　m

架台高さ　H＝　　m

台　数

1．鉄はしご（ ○不要　○　　　）

1．鉄はしご（ ○不要　○　　　）

備　　　　　　　考

2．保温（ ○要　○不要 ）

2．保温（ ○要　○　　）

記　号名　　称 備　　　　　　　考

HE

１　次　側

用　　途

交　換

熱　量 蒸気圧力

蒸気－水 空調用

蒸気量 最高使用圧力

２　　　次　　　側

台　数最高使用圧力水　量 入口温度 出口温度 損失水頭

kg/hMPa MPa L/min ℃ ℃ kPa MPa

記　号名　　称 備　　　　　　　考

HE

用　　途

交　換

熱　量

水－水 空調用

１　　　次　　　側

台　数最高使用圧力水量 入口温度 出口温度 損失水頭

L/min ℃ ℃ kPa MPa

２　　　次　　　側

最高使用圧力水　量 入口温度 出口温度 損失水頭

L/min ℃ ℃ kPa MPa

名　　称 記　号 用　途
口径(㎜φ) Ｌ(㎜) ヘッダー芯高さH(㎜) タッピング

仕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様
台　数 備　　　　　　　考

1.　鋼製架台とする。○ ヘッダー 冷水

温水

HCS

TEX

A×　　　　　 A×　　　　 　A×　 　　　　A×

A×　　　　　 A×　　　　 　A×　 　　　　A×

名　　称 記　号 用　途 仕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

○ 密閉形隔膜式膨張タンク 空調用

給湯用

－

－

－

－

記　号名　　称 備　　　　　　　考形　　式

○ ガス湯沸器

用　　途 仕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様 台　　数

WHG
WHG －

HHS －

備　　　　　　　考
付属品

溶解栓
台　　数

要

不要

記　号 規　　　　格 L H mmmmmm

－

WHG － 瞬間湯沸器

潜熱回収型給湯器

給湯用

風呂用

3．タンク本体材質（○ステンレス鋼板製　○鋼板製）

3．タンク本体材質（○ステンレス鋼板製　○鋼板製）

○ 多管形熱交換器

○ プレート形熱交換器

kW

kW

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　強制給排気形　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ　　　  　 要

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　屋外形（壁掛）　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ　　　 　 不要

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　屋外形（床置）　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

○ 

そ
の
他

W

鉄はしご及び鋼製架台は溶融亜鉛めっき（2種35）仕上げとする。

1.　鉄はしごは溶融亜鉛めっき（2種35）仕上げとする。

2.　鋼製架台は溶融亜鉛めっき（2種35）仕上げとする。

○ 貯湯式電気温水器 置台形（先止め）

置台形（元止め）

壁掛形

台下形

WHE

WHE

WHE

－

－

－

1.　週間タイマー、空焚防止機能、ボイリング機構を付属とする。
2.　オーバーフロー配管は付属とする。

3.　台下形は逆流防止機能付き排水装置を付属とする。

容量　　　　　L　　　　電気容量　　　 相　　　　　　V　　　　　　kW

容量　　　　　L　　　　電気容量　　　 相　　　　　　V　　　　　　kW

容量　　　　　L　　　　電気容量　　　 相　　　　　　V　　　　　　kW

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

　　　号　　　　　ガス消費量　　　　　kW　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ

2.　架台は溶融亜鉛めっき（2種35）とする。

1.　プレートの材質は　SUS 304　とする。 3.　溶解栓（ 〇要　〇不要 ）

名　　称 記　号 用　途 仕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

WHP

WHP

台　　数 備　　　　　　　　考

－

－
1.　リモコン用配線（約　　　m）を付属とする。
2.　グリーン購入法における電気給湯器判断基準を満たすものとする。風呂用

給湯用

4.　風呂用は循環アダプター及び追焚配管（約　　　m）を付属とする。

定格加熱能力　　　　kW　　　貯湯タンク容量　　　　L　　　　電源容量　　　　　相　　　　　V　　　　　 kW

定格加熱能力　　　　kW　　　貯湯タンク容量　　　　L　　　　電源容量　　　　　相　　　　　V　　　　　 kW

定格加熱能力　　　　kW　　　貯湯タンク容量　　　　L　　　　電源容量　　　　　相　　　　　V　　　　　 kW

定格加熱能力　　　　kW　　　貯湯タンク容量　　　　L　　　　電源容量　　　　　相　　　　　V　　　　　 kW

○ ヒートポンプ給湯機

WHE － 容量　　　　　L　　　　電気容量　　　 相　　　　　　V　　　　　　kW

容量　　　　　L　　　　電気容量　　　 相　　　　　　V　　　　　　kW 5.　給湯温度は　　　℃以上とする。

4．呼称は、以上表示とする。

4．呼称は、以上表示とする。

○ 開放形膨張タンク

2．WTSUは、ステンレス鋼板製パネルタンク（ ○溶接組立型 　○ボルト組立型 ）とする。

2．WTSUは、ステンレス鋼板製パネルタンク（ ○溶接組立型 　○ボルト組立型 ）とする。

台　　　　　　　数

1．鉄はしご（ ○不要　○　　）

2．保温（ ○要　○ 　　）

3．タンク本体材質（○ステンレス鋼板製　○鋼板製）

4．架台高さ　H＝　　m

最高使用圧力(MPa)

1.　給湯用のタンク本体の材質（○ステンレス鋼板製　　○鋼板製）

2.　給湯用は標準仕様書第5編1.4.5による防錆を施す。

1.　リモートコントローラを設ける場合は配線（約　　　m）を付属する。
2.　強制給排気形は給排気口及び給排気筒（約　　　m）を付属する。

4.　風呂用は循環アダプター及び追焚配管（約　　　m）を付属する。
5.　潜熱回収型給湯器の熱効率は　　　　とする。
6.　グリーン購入法におけるガス温水機器判断基準を満たすものとする。
7.　使用ガス（ 〇都市ガス　〇液化石油ガス ）

3.　風呂用は（ 〇オート形　〇フルオート形 ）とする。

4.　制御盤に節電機能を（ 〇組込む　〇組み込まない ）

3.　風呂用は（ 〇オート形　〇フルオート形 ）とする。

2.　ドレンパン（ ○不要　○要　　）

容量　　　　　L　　　最大吸収量 　　　　　L　　　最高使用圧力　　　　　MPa(a)　　　初期充填圧力　　　　　MPa(a)

容量　　　　　L　　　最大吸収量 　　　　　L　　　最高使用圧力　　　　　MPa(a)　　　初期充填圧力　　　　　MPa(a)

容量　　　 L

容量　　　 LSA
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